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台風等による倒木の未然防止に向けた
ケヤキとサクラの樹木点検 208万円

立川駅ホームドア整備促進事業 7,733万円
「福祉・保健」の施策
生活困窮者等支援事業（食料品や生活
用品の提供） 3,540万円

重層的支援体制整備事業（地域福祉ア
ンテナショップの設置など） 9,160万円

新型インフルエンザ等対策事業（新型コ
ロナウイルス感染症自宅療養者の支援
など）

8,146万円

子宮頸がん予防ワクチンキャッチアップ
接種勧奨通知 158万円

コロナ禍等を受けた国民健康保険保険
料率と賦課限度額の据置 ─

介護認定等業務委託 8,000万円
「行政経営・コミュニティ」の施策
LINE配信管理システムによる市公式
LINEアカウントの運用 99万円

魅力発信拠点施設コトリンク運営事業 5,334万円
子育て・健康複合施設整備事業（用地
買収・設計等） 22億1,348万円

砂川学習館・地域コミュニティ機能複
合施設整備事業（設計完了） 2,079万円

審査の結果は適正と認められました
　監査委員は、令和４年度の一般会計、各特別会計、基金の運用
状況、下水道事業会計について審査しました。その結果、審査に
付された一般会計、各特別会計の歳入歳出決算及び決算附属書類
並びに基金の運用状況を示す書類、下水道事業会計決算書類及び
同附属書類については、審査した限りにおいて法令に適合し、か
つ正確であると認められました。
　なお、各会計の決算の収支状況、意見等をまとめた「令和４年
度決算等審査意見書」は、市政情報コーナー（市役所3階）、中央
図書館で閲覧できるほか、市ホームページでもご覧になれます。
問監査委員事務局・内線2778
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市民や事業所等の皆さんから納めていただいた税金がどのように使われたのかなど、
令和４年度決算の概要と令和５年度上半期の財政状況をお知らせします。

会計 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

競 輪 事 業 264億 2,076万円 258億 329万円 97.7％ 256億 5,931万円 97.1％

国 民 健 康 保 険 事 業 175億 2,201万円 171億 8,228万円 98.1％ 170億 7,979万円 97.5％

駐 車 場 事 業 1億 851万円 1億 986万円 101.2％ 9,906万円 91.3％

介 護 保 険 事 業 148億 4,962万円 141億 4,369万円 95.2％ 138億 6,128万円 93.3％

後期高齢者医療事業 46億 9,110万円 46億 9,168万円 100.0％ 46億 6,746万円 99.5％

合計 635億 9,200万円 619億 3,080万円 97.4％ 613億 6,690万円 96.5％

特別会計の決算状況

実質収支比率
11.9％

収入から支出を差し引き、さらに翌年度に繰り越す
べきお金を差し引いたものが「実質収支」で、実質
収支額の市税などの一般財源（標準財政規模）に対
して占める割合。

公債費負担比率
4.7％

一般財源のうち借金の返済に充てられた割合。借金
の返済額が増加すれば、この比率は上昇し財政を圧
迫します。15％が警戒ライン、20％で危険ライン。

実質公債費比率
1.9％

収入に対する借金返済費用の占める割合。18％未
満が適正範囲。

財政収支と公債費に関する指標
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自主財源  市税や保育料、ごみ処理手数料など、市が自主的に集めることができる収入
依存財源  学校や道路などをつくるときに国からもらう補助金や、市債（借金）などの収入

市の
家計簿

　財政状況の公表に伴

う関係資料などの閲覧

を希望する方は、財政

課（市役所２階47番窓口）

内線2675へ

　財政調整基金が10億円、公共施設整備基金が
18億円増加するなど、市の貯金である基金は増加し
ました。

市の基金残高の推移 経常収支比率の推移
経常収支比率とは、市税など経常的な収入に対する人件

費や扶助費、公債費など必ず支出される金額の割合を示した
ものです。数値が低いほうが財政にゆとりがあるといえます。

立川市

多摩類似市＊平均

46.10

16.80

12.90

10.60

5.60

3.00

5.00

民生費
430億2,850万円
46.1%

その他
46億8,937万円
5.0%

教育費
98億7,434万円
10.6%

公債費
28億2,461万円
3.0%

土木費
52億2,000万円
5.6%

総務費
120億5,849万円
12.9%

義務的経費  毎年支出しなければなら
ない経費

財政状況を公表

会計 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

競 輪 事 業 398億4,329万円 108億7,880万円 27.3％ 91億2,838万円 22.9％

国民健康保険事業 176億1,924万円 73億5,911万円 41.8％ 63億6,008万円 36.1％

駐 車 場 事 業 7,501万円 3,580万円 47.7％ 1,819万円 24.2％

介 護 保 険 事 業 151億7,034万円 72億4,371万円 47.7％ 60億2,086万円 39.7％

後期高齢者医療事業 47億7,769万円 20億8,448万円 43.6％ 15億7,580万円 33.0％

合計 774億8,557万円 276億 190万円 35.6％ 231億 331万円 29.8％

下水道事業会計 予算現額 執行済額 執行率

収益的収支
収入 51億5,506万円 20億 275万円 38.9％

支出 47億 133万円 7億5,189万円 16.0％

資本的収支
収入 47億 821万円 2億8,800万円 6.1％

支出 55億7,611万円 10億3,600万円 18.6％

下水道事業の業務状況（上半期）は、市ホームページで公表予定です。

下水道事業会計 予算現額 決算額 執行率

収益的収支
収入 50億7,543万円 47億3,969万円 93.4％

支出 46億 606万円 40億5,839万円 88.1％

資本的収支
収入 49億5,199万円 40億5,084万円 81.8％

支出 58億4,588万円 49億4,155万円 84.5％

一般会計 277億9,972万円

下水道事業会計 149億8,859万円

土地 124万2,726㎡
建物 49万4,637㎡
物権 962㎡
物品 527件

出資による権利 12億7,798万円
債権 17億4,520万円
基金 373億3,390万円

特別会計の執行状況 公営企業会計の執行状況
公営企業会計の決算状況

令和5年度 上半期予算執行状況  令和5年9月30日現在　（各数値を四捨五入しているため、合計値と内訳が一致しない場合があります）

市債等残高の状況
合計427億8,831万円

市有財産の現在高

市  税 民生費

そ の 他 その他

国庫支出金 教育費

都 支 出 金
衛生費

市  債
総務費

地方消費税
交　付　金

土木費使用料及び
手　数　料
法人事業税
交 付 金

公債費

一般会計予算の執行状況 予算現額 897億9,089万円

202億6,435万円
66億6,232万円（32.9％）

413億1,875万円
235億1,144万円（56.9％）

161億4,272万円
68億4,921万円（42.4％）

445億8,945万円
202億2,849万円（45.4％）

112億4,753万円
21億8,972万円（19.5％） 78億2,867万円

23億3,798万円（29.9％）
48億 800万円
26億8,522万円（55.8％） 76億9,176万円

26億6,904万円（34.7％）34億4,270万円
0万円（0.0％） 63億5,734万円

23億9,101万円（37.6％）13億4,169万円
5億7,231万円（42.7％）
12億1,200万円
7億3,745万円（60.8％）

29億7,684万円
6億5,369万円（22.0％）

61億5,587万円
72億8,371万円（118.3％）

42億 411万円
15億1,491万円（36.0％）

収入済額
436億
4,217万円
 （48.6％）

歳入
支出済額
366億
4,433万円
 （40.8％）

歳出

予算現額 歳入：収入済額（収入率）
歳出：支出済額（執行率）

令和5年3月31日現在
人口 １85,552 人
世帯 96,144 世帯

子どもや高齢者、
体の不自由な方などの
福祉のために

民生費 3,427円
行政運営のために
総務費 1,502円

借入金の
返済のために

公債費
533円

学校・地域学習館・
体育施設などの整備や
教育振興に

教育費 1,376円

火災や台風など
の防災活動に

消防費
317円 市議会の

運営に

議会費

令和４年度の主な事業

市民負担の概況

１人当たりの還元額
503,260円

市税収入済額
415億8,096万円

一般会計支出済額
933億8,093万円

１世帯当たりの市税負担額
432,486円

１人当たりの市税負担額
224,093円

労働費

働く人たちの
ために

111円

商工業の振興や
消費者の保護の
ために

253円
商工費

農林費

85円

24円
農業の振興と
育成に

道路や公園の整
備など、住みよい
まちづくりに

土木費
820円

ごみ・し尿の処理や市民の
健康を守るために

衛生費 1,552円

●一般会計の決算額
　令和４年度の歳入決算額は998億2,000万円、歳出決算額は933

億8,000万円となり、歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき

財源を差し引いた実質収支額は51億9,000万円となりました。

　前年度決算額と比較すると、 歳入では、 国庫支出金などは減額

となった一方、 市税、 法人事業税交付金、 都支出金などは増額とな

り、 歳入全体としては、 32億3,000万円（3.3％）の増額となりました。

　歳出では、総務費などは減額となった一方、衛生費、商工費な

どの増額により45億円（5.1％）の増額となりました。

●市税の状況
　市税収入は前年度決算に比べ、すべての税目で増額となり、市

税全体では、16億4,000万円（4.1％）増の415億8,000万円となりま

した。個人市民税が８億5,000万円（6.3％）、法人市民税が３億

円（8.3％）、固定資産税が３億1,000万円（1.7％）、軽自動車税が

2,000万円（7.9％）、市たばこ税が１億円（8.0％）の増額となりまし

た。

令和４年度決算について
監査委員が審査しました

行財政改革の取り組み
令和４年度は、「立川市DX推進基本方針」に基づく行政手続き

のオンライン化等を推進していく中で、市民サービスの向上に取
り組みました。人、モノ、おかね、情報の経営資源を最大限に活
用しながら、地域や民間などの多様な主体との連携が進み、適切
なサービス水準と最適なサービス提供手法へシフトしていくこと
で、総合的かつ積極的な行財政改革につながりました。

主な行財政改革の効果としては、歳入増加への取り組みで約1
億3,000万円、歳出削減への取り組みで約3億5,000万円、あわせて
約4億9,000万円の改善効果をあげるとともに、情報・ICTの活用に
より約2,420時間の業務時間の削減につなげ、この財源等を新たな
施策展開に振り向け、市民サービスの維持・向上に努めました。

（単位：千円）

令和４年度決算節減額 歳入増加額 歳出削減額
1. 経営資源の活用（人、モノ、おかね、情報） 130,625 213,236 

 （1）効果的な組織と職場・職員の育成 9,600 
 （2）公共施設や都市インフラ等の効果
　   的な保全・更新及び有効活用

108,867 203,636 

 （3）健全な財政運営 21,758 
 （4）情報・ICT の活用（DX の推進） ―

2. 市民・事業者等との協働・連携 117,980 
 （1）官民連携のしくみづくり 92 
 （2）他自治体との連携 117,888 

3. 行政経営のしくみ 23,447 
 （1）事務事業の効率化・再構築 23,447 

合計 130,625 354,663 
総計 485,288

情報・ICTの活用（DXの推進）による削減総時間数 約2,420時間

公表資料の閲覧は
財政課へ

令和４年度決算の概要（金額は1,000万円単位の概数）

市の債務残高の推移
　市債等（市の借金）と後年度の債務負担をあわせ
た将来的な財政負担を示します。
　後年度負担を意識した市債借入を行っていくととも
に、財源の許容の範囲内で、繰上償還や低利のも
のへの借り換えなどを検討し、将来の公債費負担の
減少に取り組んでいきます。

単位：％
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単位：億円

普通会計市債残高
債務負担行為残高 下水道事業債残高

多摩類似市＊平均

単位：億円

単位：億円

特定目的基金 財政調整基金
財政調整基金多摩類似市＊
平均

多摩類似市＊平均
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令和４年度一般会計の決算状況 予算現額 1,012億6,541万円

収入済額 998億2,204万円
収入率 98.6％歳入 支出済額 933億8,093万円

執行率 92.2％歳出

41.70
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1.40

46.7

53.3

23.00

10.90

5.50

4.80

2.50

53.3

46.7

自主財源

自主財源

依存財源

依存財源

国庫支出金
229億9,691万円
23.0%

都支出金
108億3,267万円
10.9%

市債
54億8,630万円 
5.5%

繰入金・その他
13億7,547万円 1.4%

地方消費税交付金
48億2,750万円 
4.8%

国有提供施設等所在市町村
助成交付金等・その他
24億3,733万円 2.5%

諸収入
9億3,805万円 0.9%

使用料及び手数料
13億3,905万円 1.3%

分担金及び負担金
3億51万円 0.3%

繰越金
77億729万円 7.7%

多摩類似市＊の
平均は54.0％

30.2

11.6

3.0

16.3

15.5

11.2

6.7

4.4

1.1

44.8

55.2

扶助費
30.2%

積立金 4.4%

維持補修費ほか 1.1%

人件費
11.6%

物件費
16.3%

繰出金 6.7%

補助費等
11.2%

投資的経費
15.5%

義務的経費
44.8%

その他
55.2%

性質別経費の構成比

問財政課・内線2675

（各数値を四捨五入しているため、合計値と内訳が一致しない場合があります）

＊多摩類似市：平成29年度〜令和2年度は立川市、府中市、小平市、日野市、西東京市。令和3年度は2年度までの市に武蔵野市、東村山市を追加。令和4年度は3年度の市に三鷹市、調布市を追加。

自主財源の比率が高いほど
財政が安定しているといえます

衛生費
156億8,562万円

16.8%

公債費
3.0%

「子ども・学び・文化」の施策
たちかわ子育て応援金（物価高騰対策）
事業 2億8,114万円

出産応援育児パッケージ事業 2,242万円
大山小学校における自閉症・情緒障害
特別支援学級の開設準備 3,636万円

放課後居場所づくり事業（拡充型放課後
子ども教室委託） 7,359万円

たちかわ電子図書館 1,166万円
新学校給食共同調理場整備運営事業

（建設工事など） 3億5,811万円

「環境・安全」の施策
公害対策事務（外来生物の防除） 88万円
新清掃工場整備運営事業（施設整備完
了、運営事業の開始） 76億4,146万円

立川公園整備事業（根川緑道の改修工事） 2,830万円
残堀川及び根川周辺のサクラの樹木点検 273万円
防災対策の推進（防災ハンドブック等の
更新、配布など） 2,318万円

「都市基盤・産業」の施策
地場産農産物消費拡大支援事業（立川
産農産物のブランド化） 605万円

中小事業者物価高騰等緊急支援事業 3億7,322万円
生活応援キャンペーン事業 8億4,209万円

市税１万円の使いみち自主財源
53.3%依存財源

46.7%

市税
415億8,096万円
41.7%

問行政経営課・内線2703


